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科      目 金    額 科      目 金    額

（資産の部） （負債の部）

 流動資産 1,102,932  流動負債 232,239

      現金・預金 366,891       買掛金 48,633

      売掛金 688,997       未払金 18,550

      貯蔵品 7,476       未払法人税等 7,078

      未収金 2,574       未払消費税等 4,308

      前払費用 15,908       未払費用 14,327

      立替金 3,252       前受金 91,657

        繰延税金資産(短期） 17,830       預り金 11,497

 固定資産 115,372       賞与引当金 34,657

  有形固定資産 9,648       短期リース債務 1,527

      車両運搬具 0  固定負債 238,067

      建物 2,998       退職給付引当金 235,821

      構築物 0       長期リース債務 2,245

      機械装置 0 負債合計 470,306

      工具器具備品 3,136 （純資産の部）

      リース資産 3,513  株主資本 747,998

  無形固定資産 23,018   資本金 490,000

      権利金 1,132   資本剰余金 9,562

      ソフトウェア 21,885     資本準備金 9,562

  投資その他の資産 82,705   利益剰余金 248,436

      差入保証金 2,828     利益準備金 3,000

      長期前払費用 7,434     その他利益剰余金 245,436

        繰延税金資産(長期） 72,430 　　（うち当期純利益） (160)

      その他 12 純資産合計 747,998

資産合計 1,218,305 負債及び純資産合計 1,218,305

 (注)記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  １－１ 資産の評価基準及び評価方法 
（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
     貯蔵品     最終仕入原価法 

  １－２ 固定資産の減価償却の方法 
（１） 有形固定資産（リース資産を除く） 

       建物は定額法により、それ以外のものについては定率法によっております。 
（２） 無形固定資産（リース資産を除く） 

       無形固定資産は、定額法によっております。 
（３） リース資産 
     リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。 

  １－３ 引当金の計上基準 
（１） 賞与引当金 

       従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込み額の当期負担額を計上

しております。 
（２） 退職給付引当金 
     従業員の期末要支給額を計上しております。 
（３） 役員退職給付引当金 
     役員の退任慰労金支給に備えるため、役員退任慰労金規程に基づく期末 
     要支給額を計上しております。 
１－４ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
（１） 消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
        ただし、資産に係る控除対象外消費税等は全額費用処理しております。 

 
２．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１） 発行済 株式の種類及び総数 
     （株式の種類）    （前期末株式数）   （当期末株式数） 
      普通株式       1,460 千株       1,460 千株 




